
令和２年度決算状況

　※1「産業構造」における就業人口の割合は，分類不能を含めた就業者総数に占める割合。

　※2「公営事業の状況」における法適用「有」の事業の収支額は経常収支額。

1 (a) 529,995,776 千円 662,371,544 千円

2 (b) 520,569,286 千円 652,174,052 千円

3 (c) 9,426,490 千円 10,197,492 千円

4 (d) 5,607,206 千円 5,859,145 千円

5 (e) 3,819,284 千円 4,338,347 千円

6 単 年 度 収 支 (f) 508,042 千円 519,063 千円

7 (g) 246,493 千円 250,174 千円

8 (h) 13,000 千円 - 千円

9 (i) 73,472 千円 1,029,193 千円

10 694,063 千円 △ 259,956 千円

実　質　収　支　(c)-(d)

実質単年度収支

(f)+(g)+(h)-(i) 

積　　立　　金

繰 上 償 還 金

積立金取崩し額

翌年度へ繰り越すべき財源

区     　　　分 令 和 元 年 度

歳　入　総　額

歳　出　総　額

歳入歳出差引額　(a)-(b)

令 和 ２ 年 度 区　　　分

基 準 財 政 需 要 額 213,404,418 千円

基 準 財 政 収 入 額 195,600,376 千円

標 準 財 政 規 模 280,307,561 千円

財 政 力 指 数 0.911

実 質 収 支 比 率 1.5 ％

公 債 費 負 担 比 率 15.4 ％

積 立 金 現 在 高 129,131,422 千円

地 方 債 現 在 高 767,101,476 千円

収 益 事 業 収 入 2,179,108 千円

債 務 負 担 行 為 額 153,605,469 千円

指　数　等

区 　　分

一 般 職 員 5,507 人 1,774,933 千円 322,305 円

うち技能労務職 413 人 143,476 千円 347,400 円

教 育 公 務 員 5,193 人 1,831,748 千円 352,734 円

消 防 職 員 1,109 人 352,773 千円 318,100 円

臨 時 職 員 223 人 62,329 千円 279,502 円

合   　計 12,032 人 4,021,783 千円 334,257 円

一　　般　　職　　員　　等

職 員 数 (a) 給 料 月 額（b)
一人当たり支給月額

(b)/(a) 区   　分
適用
年月日

市 長 3.4.1 1,179,000 円

副 市 長 3.4.1 948,600 円

教 育 長 3.4.1 788,500 円

議 会 議 長 3.4.1 920,000 円

議 会 副 議 長 3.4.1 840,000 円

議 会 議 員 3.4.1 810,000 円

一人当たり平均
支給月額

特 　別 　職　 等

法適用 事  業  名 法適用

無 1,019,352 千円 685,303 千円 － 人 自 動 車 運 送 事 業 有 △ 1,664,072 千円 3,120,747 千円 584 人

無 △ 24,425 千円 618,729 千円 40 人 高 速 鉄 道 事 業 有 △ 6,284,093 千円 1,126,274 千円 491 人

無 － 千円 － 千円 － 人 水 道 事 業 有 2,811,780 千円 1,324,623 千円 422 人

無 1,656,314 千円 8,461,170 千円 224 人 ガ ス 事 業 有 3,431,180 千円 137,445 千円 443 人

保険事業 無 1,419,581 千円 12,080,510 千円 88 人 病 院 事 業 有 86,423 千円 2,760,736 千円 1,161 人

下 水 道 事 業 有 2,080,544 千円 7,946,827 千円 245 人

無 103,183 千円 2,137,591 千円 19 人

無 － 千円 －

宅 地 造 成 事 業

中央卸売市場事業

駐 車 場 事 業

国民健康保険事業

公
営
事
業
の
状
況

後期高齢者医療事業

事  業  名

介護保険
事　　業

介　　護
ｻ ｰ ﾋ ﾞｽ
事　　業

－

収   支   額　※2 普通会計からの繰入額 職 員 数普通会計からの繰入額収   支   額 職 員 数

千円 人

 27年 1,082,159 人 786.30 k㎡ 1,376 人 1,001,882 人

 22年 1,045,986 人 783.54 k㎡ 1,335 人 931,677 人

増 加 率 3.5 ％ 0.4 ％ 3.1 ％ 7.5 ％

R3.3.31 1,063,169 人

R2.3.31 1,061,177 人

国

勢

調

査

住民基
本台帳

人　       　口 面    積 人 口 密 度 人口集中地区人口 ※1

3,717 人 77,038 人 386,007 人

0.8 ％ 16.1 ％ 80.5 ％

4,005 人 67,162 人 372,941 人

0.9 ％ 14.6 ％ 81.2 ％

就
業
人
口

27年国調

22年国調

産　 業　 構 　造

区   分 第 1 次 第 2 次 第 3 次

収 支 額 1,656,314 千円

普通会計からの
繰入額

8,461,170 千円

加 入 世 帯 数 131,305 世帯

被 保 険 者 数 192,399 人

国保料決算額 16,846,559 千円

国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 の 状 況

２年 102.6

元年 102.4

30年 102.7

29年 102.9

28年 103.1

27年 102.1

ラスパイレス指数

コード番号 ０４１００９ 市 町 村 類 型　　政令指定都市

市 町 村 名 仙　台　市 ２年度交付税種地区分　　Ⅰ－８

指定団体等の状況

広　域

山　村

豪　雪

事務の共同処理の状況

宮城県後期高齢者医療広域連合

実 質 赤 字 比 率 - ％

連結実質赤字比率 - ％

実 質 公 債 費 比 率 6.1 ％

将 来 負 担 比 率 71.2 ％

健 全 化 判 断 比 率



令和２年度決算状況 コード番号 ０４１００９ 市 町 村 類 型　　政令指定都市

市 町 村 名 仙　台　市 ２年度交付税種地区分　　Ⅰ－８

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財源 構 成比

地 方 税 218,822,321 33.000 199,882,802 76.7

地 方 譲 与 税 3,039,335 0.500 3,039,335 1.2

利 子 割 交 付 金 99,648 0.000 99,648 0.0

配 当 割 交 付 金 455,210 0.100 455,210 0.2

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 513,620 0.100 513,620 0.2

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 198,654 0.000 198,654 0.1

地 方 消 費 税 交 付 金 24,883,933 3.800 24,883,933 9.5

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 112,105 0.000 112,105 0.0

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金 6,995,816 1.100 6,995,816 2.7

自 動 車税 環境 性能 割交 付金 324,146 0.000 324,146 0.1

法 人 事 業 税 交 付 金 2,137,104 0.300 2,137,104 0.8

地 方 特 例 交 付 金 1,531,330 0.200 1,531,330 0.6

地 方 交 付 税 23,375,823 3.500 17,179,745 6.6

普 通 17,179,745 2.600 17,179,745 6.6

特 別 6,196,078 0.900

小 計 282,489,045 42.60 257,353,448 98.7

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 333,059 0.100 333,059 0.1

分 担 金 ・ 負 担 金 2,708,433 0.400

使 用 料 7,183,607 1.100 1,697,608 0.7

手 数 料 4,338,786 0.700

国 庫 支 出 金 215,720,436 32.600

国 有 提 供 交 付 金 238,081 0.000 238,081 0.1

県 支 出 金 32,556,717 4.900

財 産 収 入 5,071,129 0.800 626,336 0.2

寄 附 金 215,811 0.000

繰 入 金 19,111,757 2.900

繰 越 金 7,526,490 1.100

諸 収 入 29,910,393 4.500 411,427 0.2

地 方 債 54,967,800 8.300

合 計 662,371,544 100.0 260,659,959 100.0

         歳                  入　　       単位：千円，％

基準　   100 超 過 課 税 分

税額　 　 75 収 入 済 額

113,105,541 △ 2.8 109,674,919 3,565,068

91,838,617 1.2 91,971,447

21,266,924 △ 16.9 17,703,472 3,565,068

75,741,366 0.7 76,328,667

1,742,751 6.0 1,745,549

7,125,412 △ 7.3 7,800,977

3,135 31.4 2,385

7,400 31.0

21,096,716 0.8 5,823,239

99,964 △ 48.7

15,374,451 2.0

5,622,301 △ 0.7 5,823,239

218,822,321 △ 1.3 201,375,736 3,565,068

9.6

0.0

7.0

34.6

0.8

3.3

0.0

0.0

100.0

内

訳

51.7

42.0

9.7

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

増 減 率決 算 額 構 成 比区 分

法 定 外 普 通 税

目 的 税

市 民 税

個 人 分

法 人 分

固 定 資 産 税

特別土地保有税

入 湯 税

都 市 計 画税

事 業 所 税

共 同 施 設税

宅 地 開 発税

合 計

内

訳

2.6

　　　　　市　　　　　　　　　税　　　　　　　　　　　　単位：千円，％

1,396,612 0.2 1,396,612

151,943,987 23.3 34,476,128

177,262,165 27.2 84,407,731

39,714,716 6.1 27,374,427

400,221 0.1 145,199

2,253,310 0.3 1,638,261

37,131,139 5.7 11,657,306

54,358,199 8.3 28,079,654

13,706,600 2.1 12,520,564

108,892,327 16.7 70,559,059

2,456,597 0.4 73,272

58,273,713 8.9 52,137,866

4,384,466 0.7 3,407,458

652,174,052 100.0 327,873,537

商 工 費

　　　目　的　別　歳　出　　　　　　　単位：千円,％

議 会 費

区 分 決 算 額 構 成 比 税 等

合 計

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

土 木 費

消 防 費

前 年 度 繰 上 充 用

特 別 区 調 整 納 付

均 等 割 　　3,500円 滞 納

繰 越 分

98.8% 42.3% 97.8%

98.8% 48.9% 98.4%

98.8% 43.8% 98.0%

※　

市

民

税

法

人

分 法人税割

12.1／100

（令和元年10月1日以後開始する事業

年度分は8.4／100）　※

標 準 税 率 に

対 す る 比 率

1.00
市 税 計

徴

収

率

市 民 税

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

市

民

税

個

人

分

所 得 割

　　　　　　　　　　適　　用　　税　　率　　の　　状　　況

1.4／100

 3,000千円 400千円 130千円

 1,750千円 160千円 120千円

 　410千円 150千円  50千円

均 等 割
現 年 課 税 分 合 計区 分

資本金の額又は出資金の額が1億円以下の法人（保険業法に規定する相互会社を除く）で，分割前の法人税額が年1,000万円以下の法

人については，9.7／100（令和元年10月1日以後開始する事業年度分は6.0／100）。

決 算 額 構成比 税 等 経 常 一 般 財 源 経常 収支 比率

115,759,265 17.8 100,567,166 100,535,109 35.4

80,740,934 12.4 66,297,214 66,297,214 23.4

121,327,702 18.6 37,483,018 35,872,409 12.6

58,062,517 8.9 51,926,670 51,919,582 18.3

58,059,718 8.9 51,923,871 51,916,783 18.3

2,799 0.0 2,799 2,799 0.0

295,149,484 45.3 189,976,854 188,327,100 66.3

72,113,114 11.1 49,862,356 39,990,284 14.1

11,554,960 1.8 10,134,142 10,134,142 3.6

153,506,904 23.5 33,290,937 17,422,657 6.1

9,876,073 1.5 7,938,788

20,796,869 3.2 1,949,767 1 0.0

32,906,887 5.0 26,798,120 23,626,062 8.3

56,269,761 8.6 7,922,573 　経常収支比率 98.5%

1,144,291 0.2 1,094,503 (除臨時財政対策債等  107.2%)

53,813,828 8.2 7,849,965

う ち 補 助 24,491,122 3.8 3,213,656

う ち 単 独 28,119,539 4.3 4,635,942 279,500,246 千円

2,455,933 0.4 72,608

税等総額

337,900,882 千円

652,174,052 100.0 327,873,537

※普建事業の「うち補助」「うち単独」には国直轄事業負担金・県営事業負担金は含まな

　い。

合 計

経常経費充当一般財源

災 害 復 旧

失 業 対 策

公 債 費

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費

内

訳

内

訳

普 建 事 業 ※

繰 出 金

前 年 度 繰 上 充 用

小 計

元 利 償 還 金

一 借 等 利 子

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

出 資 金 ・ 貸 付 金

区 分

人 件 費

う ち 職 員 給

　　　　性　  質　  別　  歳　  出 　　　　　　　　　　　  　単位：千円，％

扶 助 費

×


